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今日 

 

 

４月 24 日、防衛省で団体交渉を実施 
2026 年４月 24 日（金）、防衛省において団体交渉を実施しました。全国各地よ

り全駐労中央闘争委員会全メンバー20 名が参集、駐労課題解決・要求実現のため

に雇用主・防衛省の姿勢を質しました。また、米側とＬＭО(エルモ)よりオブザー

バー参加も得ての交渉となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用確保検討プロジェクトチーム(ＰＴ)について】 

組合は「これまで３回の会議を終えたところ、優先度の高い課題やその方向性などについ

て報告を求める」と質しました。 

 

防衛省は「前回２月の団体交渉で組合からも賛同があったＰＴは、直近では４月７日に第

３回目の会議を開催した。組合本部からも参加いただき感謝を申し上げる。第３回

ＰＴでは、主に給与制度に関する課題をテーマとし、日米双方の出席者による具体

的な改善提案や、忌憚のない意見交換が行われた。今後はＰＴ内に『給与制度部会』

を設置し、現行の給与制度に関する様々な課題や論点についての議論をさらに深化

させることで意見が一致したとの報告を受けている。次回５月開催予定のＰＴでは、

高齢者雇用制度をテーマとして議論する予定だ。現行制度の課題や改善点を整理し、

その改正の実現のために検討が必要な観点は何か、日米双方の各機関の出席者が問

題認識を共有し、解決に向け議論を深めていきたい。我が国の労働力市場は、少子

高齢化が進む中で大変厳しい状況にあるが、在日米軍施設で働く従業員が高い使命

感とやりがいを持って働ける、魅力ある職場環境を整えることで、在日米軍の円滑

な運用に不可欠である人材を安定的に確保できるよう、労働条件の改善に向け、引

き続き取り組んでいく所存だ」と回答しました。 

 

組合は「回答の中で『給与制度部会』を設置したとの報告があった。防衛省労務管理課に

おかれては、各々の課題に対し班として担当者が配置されているため、それぞれの

課題に精通した人材を部会参加者として任命できるだろうが、組合は本部担当者を

含め少ない人材で対応しなければならない。内部調整についても、全国の中央執行
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委員に確認をする作業などがある。給与制度を例とすれば、制度内容が幅広い為、

今後議論が具体化していくにあたり、ＰＴ主催者として防衛省としての視点や案、

会議の持ち方や日程感など段取りをきちんと主導していくことが重要ではないか。

具体的に言えばＰＴ開催前にいくつかテーマを出してもらい、防衛省案、米側案、

組合案などを持ち寄り、議論するテーマを絞っていくなど、方向性の確立は必須で

ある。また個別具体的な議論に進んだ際は、節目節目で論点整理をし、改正案に踏

み込んでいくなど積極的に主導すべきだ」と提言しました。 

 

神奈川は「防衛省はＰＴ主催者として、自らのマスタープランや方向性を示すべきである。

方向性が示されない中、作業部会を開催したとて人材確保などに結びつく解決に繋

がるとは到底思えない。課題についても、まず短期的、長期的なのかを整理する必

要がある。短期的な課題については速やかに取り組くみ、結果に結び付けるなど、

ＰＴ全体の成功体験に繋げられるような進め方を強く求める」と追及しました。 

 

横須賀は「『給与制度部会』の設置に関して、現場を預かる者として一言発言したい。先日

の朝日新聞報道によると、大卒警察官の勤続２年目の給与額が駐労職場で 30 年勤続

された方の額を優に超えており、愕然とした。枠外号俸がカットされ、安い賃金で

働かざるを得ない従業員の環境を速やかに改善すべきだ。賃金上昇トレンドの中、

例えば４月から自衛隊の給与が改善されたことなども鑑み、シンプルに『基地従業

員の給与を上げろ』と強調したい」と厳しく指摘しました。 

 

更に横須賀は「ＰＴの今後の進め方について、スピーディーに解決できること、また時間

を掛けて議論していくことをそれぞれ仕分けし、着手しやすい課題から鋭意取り組

んでほしい。また育児と仕事の両立支援については、日本に比べ欧米諸国の方が制

度充実しており、育児・介護・仕事の考え方など学ぶところが多いと感じる。今後

交渉を進める上で日本とアメリカの文化の相違などにも留意してもらいたい」と提

言しました。 

 

防衛省は「現在、組合側、米側、我々防衛省からもアイディアが集まり、その中で何を重

点的に議論していくか調整している段階だと承知している。給与制度部会を設置し

た理由としては、給与制度は数回議論したとてすぐに解決できるような簡単な課題

ではなく、長期に渡り検討する必要があるためである。給与制度部会については、

他の様々な課題と同時進行し、滞ることなく議論を進めるべく取り組んでいきたい

と考えている。またＰＴの開催にあたり、事前にすり合わせを行うことや、今後の

調整方についてもきちんと行っていく所存だ」と回答しました。 

 

【賃金労働条件等改善申し入れ】 

１）改正高年齢者雇用安定法を踏まえた７０歳までの働き方について 

① ６５歳まで定年を引き上げること 

② ７０歳までの継続雇用制度を整えること 
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③ ６０歳以降の賃金は、生活水準の維持に配慮し、労働条件については本人の意向

を踏まえたものとすること 

 

組合は「賃金労働条件等改善申し入れ『１）改正高年齢者雇用安定法を踏まえた 70 歳まで

の働き方について』はＰＴの協議課題とされているが、具体的な進捗については団

体交渉の中で明らかにするよう求める」と要請しました。 

 

防衛省は「我が国では人口減少と急速な高齢化が進む中、今後基地従業員が将来にわたり

安心して働き続けることができる環境を整えるとともに、在日米軍の運用を支える

人材を安定的に確保していくことが安全保障の観点からも極めて重要であると考え

ている。定年年齢の 65 歳までの段階的引き上げについては、将来が見通せず不安と

の声があることを十分認識しており、このような不安を早期に解消するため、また

長期的な人材確保の観点からも米側と引き続き協議を行っていく所存だ。65 歳以降

の雇用制度の在り方については、基地従業員が高い使命感とやりがいを持って長期

に働ける魅力ある労働環境を整えること、さらには、現在の厳しい労働市場の中で

安定的に人材を確保するためにも、現行の高齢従業員制度や限定期間従業員制度の

見直しについて検討し、多様な働き方が選択可能であり、かつ 65 歳以降も生き生き

と働ける雇用制度としていくことが極めて重要と考えている。60 歳以降の賃金の在

り方については、民間企業や国家公務員全体の動向も注視しつつ、人材確保の観点

から新たな措置も含めて様々な検討を行う必要があると認識しており、引き続きＰ

Ｔにおいて積極的な議論を進めていく所存だ」と回答しました。 

 

組合は「現行の高齢従業員制度や限定期間従業員制度の見直しについて検討する旨、回答

があった。今後ＰＴで議論を進めていくにあたり、このように具体的なテーマを示

していただければ、我々も事前に議論を深めることができる。今後も引き続き情報

連携を求めたい」と要請しました。 

 

【子の看護休暇、介護休暇の制度拡充】 

３）仕事と育児・介護の両立支援制度の見直しについて 

① 改正「育児・介護休業法」を直ちに適用すること。特に「子の看護休暇」の対象

となる子の範囲を小学校３年生までに拡大するとともに子の行事参加や感染症に伴う

学級閉鎖等にも利用可能とすること 

 

組合は「『子の看護休暇』の適用範囲、対象年齢拡大について、３月から４月前半にかけて

全国各地を回る機会があり、対象となる子を持つ組合員からは、卒入園式や入学式

に間に合った喜びの声を直接伺うことができた。他方で、改正育児・介護休業法を

遵守すべき課題として、昨年 10 月から施行された措置の適用について進捗は如何

か」と質しました。 

 

防衛省は「改正育児・介護休業法の 2025 年４月施行分である、『子の看護休暇の適用範囲



4 

 

等の拡大』については、卒入園、入学式の時期に間に合わせるため、本年（2026 年）

３月１日から適用されるよう労務提供契約を改正した。残る改正育児・介護休業法

『2025 年 10 月施行分の適用』では、育児期の柔軟な働き方を実現するため２つ以上

の措置を図るよう規定されており、現行の労務提供契約については、今後少なくとも

あと１つ以上の選択肢を設ける必要があるところ、組合の意見も踏まえ、『始業時刻

等の変更』、『テレワーク』、『養育両立支援休暇』の３つの措置について、現在米側と

協議を進めているところだ。いずれにせよ、改正育児・介護休業法の 2025 年 10 月施

行分である『育児期の柔軟な働き方を実現するための措置』については、遅くとも本

年 10 月までの適用に向けて取り組んでいく。一刻も早い解決に向け、引き続き協力

方をお願いしたい」と回答しました。 

 

組合は「改正育児・介護休業法の 2025 年 10 月施行分である『育児期の柔軟な働き方を実

現するための措置』について、法施行から１年遅れの適用を目指しているとのこと

であったが、今まさに問われているのは、法令違反状態が既に半年を経過してもな

お、解決されていない事実だ。前回の団交で横須賀から指摘があったように、雇用

主としての責任をしっかりと認識すべきであり、今後改正に向けてのスケジュール

を具体的に提示すべきだ」と厳しく追及しました。 

 

神奈川は「前回の改正では『育児休業勤務時間短縮』が小学校就業前まで認められた。基

地では午前８時から始業する職場が多くあり、子が小学生に進級したとて小さな子

どもを家に１人残して出勤することは困難だという声が現場から上がっている。昨

年 10 月施行分である『始業時刻等の変更』の早期適用を強く求める」と従業員の切

実な声を訴えました。 

 

③ 国家公務員制度に準じて「介護休暇」は有給休暇とすることとし、「不妊治療休

暇」は適用範囲を改善すること 

 

組合は「とある民間企業の調査では、３社に 1 社が『介護をしている社員が』おり、1,000 

名以上の企業は６割超が該当しているとのことである。介護休暇の完全有給は、国公

準拠課題の中でも組合員の要望や期待も大きい。早急な実現をあらためて強く求める」

と要請しました。 

 

防衛省は「介護休暇制度の充実は、高齢化の進展により基地従業員各位においても介護を

行う機会が増えることが想定される中、雇用主として介護と仕事の両立を支援し、

また必要な人材をしっかりと確保していくためにも大変重要な課題と認識している。

介護休暇については国家公務員制度に準拠し、５日の全てを有給休暇とする労務提

供契約改正の早期実現に向け、他の課題の進捗も踏まえつつ米側との協議を加速さ

せていく」と答えました。 

 

組合は「いずれにせよ、組合としては残り２日間の有給休暇を求めていることを改めて強
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く申し入れておきたい。早期解決に向け鋭意取り組んで欲しい」と要請しました。 

 

４）駐労雇用の安定並びに生活権の確保について 

➁ 高齢従業員の手当を改善すること 

 

組合は「夏季手当の支給日も迫っている。常用従業員との支給率格差解消に向けた検討状

況は如何か」と質しました。 

 

防衛省は「高齢従業員の諸手当のあり方については、これまでも国家公務員制度に準拠し、

必要な見直しを実施しており、直近の事例としては、2025（令和６）年度人事院勧告

を踏まえ、2026 年４月からの適用として、高齢従業員についても地域手当の異動保障

制度の対象とし、また新たに寒冷地手当、住居手当及び隔遠地手当の支給対象とする

見直しを行ったところだ。今後も国家公務員制度の動向を踏まえて適切に対応してい

く所存だ」と回答しました。 

 

組合は「国公では再任用時に役職定年という仕組みがある。一方で駐労職場においては職

務内容が変わらない、つまり等級が変わらないにも関わらず、常用従業員から高齢従

業員に雇用形態が変わることで、一時金の支給率が著しく低下する。同一労働・同一

賃金の観点からも不利益を指摘せざるを得ない。一時金の支給率を公務員制度と同様

に維持したいのであれば、基地従業員の働かせ方について制度の見直し等実施すべき

だ」と強く求めました。 

 

神奈川は「従業員数が年々減少し、基地で働く人材が確保できない危機的局面を迎えよう

としている。今重要なのは、高齢層従業員が働きがいのある処遇を受けられるよう早

急に制度を構築すること、また 65 歳以降の働き方について、ベテランの人材が少し

でも多く残ってくれるような魅力的な環境を整えることだ。今ある制度に少し手を入

れて改善すれば、スピード感のある改革ができるのではないか。雇用主として責任を

持ち、取り組んでもらいたい」と追及しました。 

 

➂ 働き方改革を推進し、在宅勤務や代替地勤務に対応した労務管理体制及び関連規程を

整備すること 

 

組合は「労働条件等改善申し入れ『３）仕事と育児・介護の両立支援制度の見直しについ

て』にも通じる懸案課題だが、現制度のテレワークは緊急時や軍側の都合による在宅

勤務の制度であり、家族の介護などの事情による利用ができない。制度改正に向け、

手当だけに拘らず改めて求めていたが進捗は如何か」と質しました。 

 

防衛省は「介護と仕事の両立支援、介護離職の防止を図るための措置を講じることは、大

変重要な課題であると認識している。家族の介護ためのテレワーク制度については、

国家公務員では既に制度整備されているところであり、また、育児・介護休業法の
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規定により、労働者が選択できるよう措置を講じることが、事業主の努力義務とさ

れている。家族の介護を行う基地従業員の方々について、その職種・職場の事情な

ども踏まえつつ、介護事情によるテレワークを行うことが可能となるよう、米側と

協議していきたい」と答えました。 

 

組合は「先ほど組合から育児と出勤時間の関係で意見があったが、介護をしている従業員

についても、テレワークが適する職種においては導入することが支援策の一つであ

ると考える故、早期実現を求む」と要請しました。 

 

⑥ 短時間労働者の希望に応じて積極的なフルタイム転換策を講じること 

 

組合は「沖縄ＡＡＦＥＳでこれまで常用パートタイムの募集しか出されていなかった職種

について、尋ねたい。過去を遡れば組合が粘り強く交渉し、ＨＰＴのみの募集を常

用パート従業員へ転換させ、更には所定勤務時間を超えて従事する従業員の実態調

査を経て 20 時間常用パートから 25 時間常用パート、同じく 25 時間常用パートから

30 時間へ変更させてきた経緯がある。これまで我々は常用フルタイムへの転換を要

求してきたが、現地では実際に募集がされているとの報告を受けている。防衛省本

省のみならず、沖縄防衛局関係者各位の努力に感謝し、この流れを継続するよう引

き続き求めたい」と要請しました。 

 

防衛省は「沖縄ＡＡＦＥＳによる常用フルタイムの内部募集につき、キャンプ・ハンセン

で 13 ポスト、キャンプ・シュワブで６ポストの計 19 ポストであり、昨日（４月２

３日）時点で、キャンプ・ハンセンで 10 名、キャンプ・シュワブで５名を採用する

人事措置がされていると承知している。今回の内部募集は新設ポストでの募集であ

り、フルタイムでの勤務を希望する常用パート等の方々にとってフルタイム転換の

機会となり得るものである。実際に、昨日時点で人事措置がなされている 19 名の方

は全て常用パートからフルタイムへの転換であり、更なるフルタイム転換が進んだ

ものと受け止めている。人事措置が完了していない４名について、ＡＡＦＥＳ沖縄

本部に確認したところ、現在募集中であり内部募集で最終的にポストが埋まらなけ

れば、対象を現役従業員に拡大するとのことだった。前回２月の団体交渉では、組

合から沖縄の成功事例を沖縄以外の他のエクスチェンジ職場にも広げてはどうか、

との提言を頂いたところであり、沖縄での事例をしっかりと検証した上で、他地区

での活用についても検討していきたい。防衛省としては、本人の意向を十分に留意

しつつ、米側とも連携し、有期雇用からの常用転換、パートタイムからのフルタイ

ム転換が積極的に行なわれるよう、引き続き努めていく所存だ」と回答しました。 

 

沖縄は「以前、ＡＡＦＥＳ沖縄フード関係の職場では、限りなくゼロに等しいくらいフル

タイムポストの募集が無かった。このような経緯もあり、今回 19 のフルタイムポス

トが新設されたことにつき、感謝を申し上げたい。但し前回も発言したが、25 時間

パート勤務の従業員がまだかなり実在しており、そのほとんどが所定勤務時間を超
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えて恒常的に働いている。このような従業員に関して、現在、現地ＡＡＦＥＳ内部

でも検討を始めているところと承知している。就業実態に沿ったフルタイム転換を

引き続き求めたい。本省におかれても引き続き力添えをお願いしたい」と強く要請

しました。 

 

ズケランは「今回の改善につき、感謝を申し上げる一方、当該 19 ポストに関しては全て監

督者職のポストである。内訳としては食品部の 30 時間パート監督職、小売り部 35 時

間パート監督職であることを承知している。つまり現場で一番ボリュームの多い層、

例えばＢＷＴ２－３職の方々が転換されたという訳ではないことを、問題提起してお

きたい。先ほど沖縄地区本部からも発言のあったとおり、我々はこれまで、一般職従

業員のフルタイム転換を求め続けてきた。パートタイム従業員は、毎月の給与が手取

り 10 万円程度であり、ダブル、トリプルワークをしなければ当然生活する術はない

のだが、沖縄でも北部の遠隔地に位置するキャンプハンセンやキャンプシュワブでは

それも難しい。このような過酷な状況下、職場に定着する人材は殆どおらず、喫緊の

課題だと理解すべきである。優先的に取り組むよう強く要請する」と現場の緊迫した

状況を訴えました。 

 

組合は「民間ではサービス業を含め、人手不足が原因で倒産する事象も多々発生している。

駐労職場も然り、なかなか人材が集まらない職場になりつつある。一方でサービス業

は繁忙期と閑散期があることも承知しており、それらの期間に則した雇用形態をバッ

ファー的に活用することについては否定しない。現地のニーズや方策を探って頂き、

組合とも相談しながらベストな解決方法へ導いて欲しい」と要請しました。 

 

６）祝日休は、国家公務員との格差日数を解消すること。また、公務員準拠の観点から駐

労においても所定労働時間の短縮をはかること 

 

組合は「前回２月団交では『引き続き議論を進める』とのことだった。その後の進捗や具

体案、また検討状況は如何か」と質しました。 

 

防衛省は「基地従業員の休養機会を増やすことは、ワーク・ライフ・バランスの確保のみ

ならず、雇用の安定的な確保の観点からも大変重要である。いつをどのような祝日と

するか、あるいはその代替案など、これまで組合から受けた意見や提案も含め、在日

米軍施設の運用と生産性に与える影響などの観点から、現在、具体的な検討を進めて

いる」と回答しました。 

 

組合は「改めての確認だが、もちろん我々は祝日として一斉に休める、祝日格差を解消す

るということがベストであると考えている。この間、日本の祝日に合わせ祝日格差解

消せよ、という要望を実現してきたこともあったが、その後、米軍人軍属と日本人従

業員とでその休みが異なることにより業務や労務管理問題が惹起、主張を譲歩した経

験がある。日本人従業員が一斉に休めることは第一優先課題だが、祝日にこだわらず、



8 

 

休日、休暇が増えるという施策があるのであれば柔軟に対応していきたい」と考えを

示しました。 

 

７）安全衛生面の充実強化の観点から、職場環境や就労環境の改善に資する産業医の職場

巡視など、労働安全衛生法に基づく安全衛生管理を徹底すること。また、駐健保とよ

り 一層の連携をはかり従業員のメンタルヘルス対策強化及び福祉の向上を努めるこ

と 

⑤ＰＦＯＳ等を含む泡消火剤に関与してきた従業員への不安解消に必要な措置を講

ずること 

 

組合は「前回２月団交の回答で、『ＰＦＯＳ等を含む泡消火剤を取り扱った可能性のある従

業員の名簿』について消防職種は終了、組合からの情報提供によって、名簿の更新を

考えるとのことだった。排水処理に従事している従業員についての検討状況は如何か」

と質しました。 

 

防衛省は「消防職種以外の従業員各位について、泡消火薬剤そのものを直接取り扱う業務

ではないが、これまでの泡消火薬剤の使用により生じた廃水や汚染水を取り扱う業務

などに従事した可能性が考えられる場合には、個別の情報に基づき、所要の確認を行

った上で『ＰＦＯＳ等を含む泡消火剤を取り扱った可能性のある従業員の名簿』への

追加を検討していく。組合指摘の排水を取り扱う業務に従事している従業員について

は、◎泡消火薬剤に関連する業務の従事内容、◎泡消火薬剤の曝露の具体的内容・頻

度・程度等、◎保護具の着用実態等を確認した上、名簿へ追加する意向だ。また、三

沢防衛事務所から情報のあった三沢基地の従業員が汚水処理作業に従事した件につ

いては、現在状況を確認すべく、現地事務所と調整しているところであり、今後青森

地区本部の協力を得ながら進めていきたい。当該名簿の取扱いについては、引き続き

組合の考えも伺いながら柔軟な姿勢で作業を進めていく所存だ」と雇用主としての考

えを示しました。 

 

組合は「安全衛生規則に有害または特定環境物質として認定され、健康管理に基づく特定

健康診断の項目に入るのが一番良いことだと考えるが、現実はなかなかそこに至らな

い。日本人従業員からすれば、同じ仕事に従事する米軍消防職の方への任意血液検査

が実施されている中、他方何も手当してもらえない現状に漠然と不安を抱えているの

ではないか。日本人従業員の不安払拭の為、我々も情報提供できるところは協力して

いくので鋭意取り組んで欲しい」と要請しました。 

 

青森は「今回の報告につき、感謝を申し上げる。引き続き三沢防衛事務所とも協力してい

きたい。先ほどの報告によれば、ＰＦＯＳ等を含む泡消火剤を取り扱った可能性のあ

る従業員について、消防職種は完了したとのことだった。しかしながら消防職種以外

で該当する従業員は全国にまだ多数存在するであろう。その方々への不安払拭のため、

私たちのような取り組みを全国に広げて頂きたい」と求めました。 
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長崎は「佐世保基地で勤務していた前職においては、タンクからタンクへ燃料を入れ替え

る作業を行っていた。その当時は泡消火剤の危険性など十分な配慮がされていたとは

言い難く、実際に作業中に曝露した経験がある。今後名簿作成を進める際には、離職

した者も対象となるよう、求めたい」と要請しました。 

 

【その他】 

2025 年 3 月に発生した事案に関する報告 

 

防衛省は「昨年３月に沖縄キャンプフォスターで発生した暴行事件に関して、沖縄防衛局

は昨年 10 月に沖縄地区本部と協力し、具体的な再発防止策の提案を行ってきた。防

衛省としても在日米軍司令部へ体制を整えるよう、この間平行して依頼してきた。そ

の結果、去る４月６日に在日米軍司令部から回答文書を受領した。具体的な中身とし

ては◎従業員向けの携帯型個人用防犯アラームの調達、◎監視カメラの追加設置、 

◎基地内施設における照明の改善、◎深夜時間帯において従業員が単独で勤務するこ

との内容や勤務態勢の調整、◎憲兵隊による定期的な夜間パトロールの実施、である。

今後も現地部隊と協力、連携し、必要な対策を検討していく所存だ。従業員各位が安

心して勤務できる環境を今後とも整え、必要な措置を取っていきたい」と報告し、団

交は終了しました。 


